
（対象年度：平成30年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

広島県 府中町

財政力指数 0.92 標準財政規模（百万円） 9,832

H31.1.1人口(人) 52,224 平成30年度職員数(人) 293

面積（K㎡) 10.41 人口千人当たり職員数(人) 5.6

✔ 積立低水準 ✔ 収支低水準 ✔ 該当なし

【要因】 【要因】 【要因】

✔ 建設投資目的の取崩し 地方税の減少 ✔

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し ✔ 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 ✔ 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加 ✔

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

建設債

実質的
な債務

その他

債務高水準

(単位：人）

　

H17年国調 50,732 7,983 15.7% 34,325 67.7% 8,410 16.6% 76 0.3% 6,174 25.2% 17,806 72.8%

H22年国調 50,442 7,639 15.1% 32,748 64.9% 10,055 19.9% 61 0.3% 6,009 25.9% 17,118 73.8%

H27年国調 51,053 7,503 14.8% 31,548 62.1% 11,735 23.1% 57 0.2% 6,453 27.1% 17,289 72.6%

構成比
第三次
産業

就業人口
構成比

総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口

全国平均

広島県平均 26.8%

25.0% 71.0%

70.0%
H27年国調

12.6% 60.7% 26.6% 4.0%

13.4% 59.1% 27.5% 3.2%

財務状況把握の結果概要 中国財務局融資課

◆対象団体

◆基本情報
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過去5年間の動き 今後（計画最終年度）の見通
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※平均値は、いずれもH29年度

※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

　 ２．右上部表中の平均値については、各団体のH29年度計数を単純平均したものである。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、H29年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。

（H30年度）

◆財務指標の経年推移
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＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 府中町 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 13.36% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 18.36% 30.00% 

実質公債費比率 7 .1% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 113 .6% 350.0% -

債務償還可能年数 17.4年 13.6年 10.1年 40.6年 25.6年

実質債務月収倍率 18.3月 17.3月 16.9月 21.6月 21.0月

積立金等月収倍率 1.2月 1.6月 1.9月 1.4月 1.3月

行政経常収支率 8.7% 10.5% 13.9% 4.4% 6.8%

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
（参考）

広島県
平均値 平均値 平均値

10.4年 7.7年 11.7年

8.5月 8.3月 12.1月

5.4月 7.6月 6.1月

7.9% 11.5% 12.9%

類似団体 全国

類似団体区分

町村Ⅴ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年推移

府中町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 6,873 7,481 8,535 7,577 7,556 54.8% 4,018 42.9%

　地方譲与税・交付金 814 1,225 1,083 1,173 1,171 8.5% 737 7.9%

　地方交付税 1,416 1,507 1,147 402 947 6.9% 2,077 22.2%

　国（県）支出金等 3,291 3,582 3,697 3,737 3,655 26.5% 1,978 21.1%

　分担金及び負担金・寄附金 275 285 282 300 330 2.4% 207 2.2%

　使用料・手数料 109 110 105 108 110 0.8% 230 2.5%

　事業等収入 66 37 32 41 31 0.2% 122 1.3%

行政経常収入 12,845 14,228 14,882 13,338 13,800 100.0% 9,369 100.0%

　人件費 2,947 2,912 2,867 2,833 2,951 21.4% 1,758 18.8%

　物件費 1,502 1,727 1,830 1,991 1,975 14.3% 1,862 19.9%

　維持補修費 57 61 97 116 92 0.7% 120 1.3%

　扶助費 4,138 4,438 4,617 4,599 4,678 33.9% 2,105 22.5%

　補助費等 945 1,278 1,118 1,141 1,102 8.0% 1,415 15.1%

　繰出金（建設費以外） 1,901 2,102 2,094 1,918 1,921 13.9% 1,273 13.6%

　支払利息 228 204 181 148 138 1.0% 81 0.9%

　（うち一時借入金利息） (0) (0) (0) (0) (0) (0)

行政経常支出 11,718 12,724 12,804 12,745 12,856 93.2% 8,613 91.9%

行政経常収支 1,127 1,505 2,078 593 944 6.8% 756 8.1%

　特別収入 56 212 56 84 424 140

　特別支出 0 － 13 － 451 77

行政収支（A） 1,182 1,716 2,122 676 916 819

■投資活動の部■

　国（県）支出金 457 1,265 1,276 922 537 87.5% 489 45.5%

　分担金及び負担金・寄附金 0 1 1 90 22 3.6% 179 16.7%

　財産売払収入 24 23 3 50 6 1.0% 38 3.6%

　貸付金回収 37 37 37 37 47 7.7% 51 4.7%

　基金取崩 0 11 43 1 2 0.3% 317 29.5%

投資収入 519 1,336 1,359 1,100 614 100.0% 1,075 100.0%

　普通建設事業費 1,239 3,930 4,075 4,587 1,870 304.5% 1,674 155.7%

　繰出金（建設費） 192 151 136 195 129 21.0% 47 4.4%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 32 3.0%

　貸付金 37 37 37 37 37 6.0% 43 4.0%

　基金積立 0 1 1 1 21 3.5% 344 32.0%

投資支出 1,468 4,119 4,249 4,820 2,057 335.0% 2,141 199.2%

投資収支 ▲949 ▲2,783 ▲2,890 ▲3,721 ▲1,443 ▲235.0% ▲1,066 ▲99.2%

■財務活動の部■

　地方債 1,510 3,112 2,640 3,714 1,952 100.0% 1,101 100.0%

  （うち臨財債等） (947) (747) (424) (469) (786) (378)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 1,510 3,112 2,640 3,714 1,952 100.0% 1,101 100.0%

　元金償還額 1,495 1,408 1,457 1,472 1,489 76.3% 908 82.5%

　（うち臨財債等） (602) (544) (610) (675) (729) (366)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 1,495 1,408 1,457 1,472 1,489 76.3% 908 82.5%

財務収支 15 1,705 1,183 2,242 463 23.7% 192 17.5%

収支合計 248 638 416 ▲802 ▲64 ▲54

償還後行政収支（A-B) ▲313 309 665 ▲795 ▲572 ▲89

■参考■

実質債務 19,626 20,534 21,061 24,076 24,189 6,446

（うち地方債現在高） (18,970) (20,675) (21,858) (24,100) (24,563) (10,440)

積立金等残高 1,381 2,010 2,383 1,581 1,537 4,325

類似団体平均値
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(百万円)

府中町

8.7

10.5

13.9

4.4

6.8

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

 H26  H27  H28  H29  H30

地方税 地方交付税

国（県）支出金等 その他収入

人件費 扶助費

補助費等＋繰出金（建設費以外） その他支出

行政経常収支率

行政経常収入・支出の５ヵ年推移

（百万円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

 H26  H27  H28  H29  H30
国（県）支出金 貸付金回収 その他収入

普通建設事業費 貸付金 その他支出

投資収入・支出の５ヵ年推移
（百万円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

 H26  H27  H28  H29  H30

臨財債等 臨財債等を除く財務収入（建設債等） 財務支出

財務収入・支出の５ヵ年推移（百万円）

（年度）

（年度）

（年度）

17.4
13.6

10.1

40.6

25.6

0

20

40

60

80

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

実質債務・債務償還可能年数の5ヵ年推移

実質債務 行政経常収支 債務償還可能年数

(百万円)

(年度)

(年)

（%）

3



 

 

●計数補正 

 債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。 

№ 補正科目 理由 

1 その他特定目的基金  府中村永世守屋奨学基金は、果実運用型基金であり、また、条例改正

を行わなければ繰替運用ができず、資金繰り余力としての役割を果たさ

ないため。 

 

 平成 26年度 2百万円、平成 27年度 2百万円、平成 28年度 2百万円、

平成 29年度 2百万円、平成 30年度 2百万円減額補正 

 

 

 ○財務指標への影響 

財務指標 年度 計数補正前 計数補正後 

債務償還可能年数 

26 17.4年 17.4年 

27 13.6年 13.6年 

28 10.1年 10.1年 

29 40.6年 40.6年 

30 25.6年 25.6年 

実質債務月収倍率 

26 18.3月 18.3月 

27 17.3月 17.3月 

28 16.9月 16.9月 

29 21.6月 21.6月 

30 21.0月 21.0月 

積立金等月収倍率 

26 1.2月 1.2月 

27 1.6月 1.6月 

28 1.9月 1.9月 

29 1.4月 1.4月 

30 1.3月 1.3月 

 （注）平成 26年度から平成 30年度の 4指標全てにかかる計数補正の影響はない。 
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〔府中町〕 
◆ヒアリングを踏まえた総合評価 

１．債務償還能力について（診断年度：平成 30 年度） 

 債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政
経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
・債務償還能力については、留意すべき状況にあると考えられる。 
［(1)及び(3)より債務高水準の状況にある。(2)及び(3)より収支低水準の状況にある。］ 
 
(1) ストック面（債務の水準） 
・実質債務月収倍率は平成 26 年度以降、平成 27 年度（17.3 月）及び平成 28 年度（16.9 月）を除き、18.3 月～21.6 月
の範囲で推移しており、診断年度である平成 30 年度では 21.0 月と基準値である 18 ヶ月以上 24 ヶ月未満の範囲に
あることから、やや留意すべき状況にある。なお、全国平均は 8.3 月、類似団体平均は 8.5 月となっている。（全国平
均、類似団体平均は平成 29 年度平均値。以下同じ） 
 
(2) フ口―面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度）） 
・行政経常収支率は平成 26 年度以降、平成 27 年度（10.5％）及び平成 28 年度（13.9％）を除き、4.4％～8.7％の範囲
で推移しており、診断年度である平成 30 年度では 6.8％と基準値である 0％超 10％未満の範囲にあることから、やや
留意すべき状況にある。なお、全国平均は 11.5％、類似団体平均は 7.9％となっている。 
 
(3) ストック面とフ口一面を組み合わせた指標の状況 
・債務償還可能年数は平成 26 年度以降、平成 27 年度（13.6 年）及び平成 28 年度（10.1 年）を除き、17.4 年～40.6 年
の範囲で推移しており、診断年度である平成 30 年度では 25.6 年と基準値である 15 年を上回っている。なお、全国平
均は 7.7 年、類似団体平均は 10.4 年となっている。 
 

 
２．資金繰り状況について（診断年度：平成 30 年度） 

 資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力とし
ての積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
・資金繰り状況については、留意すべき状況にあると考えられる。 
［(1)及び(2)より積立低水準の状況にある。(2)及び(3)より収支低水準の状況にある。］ 
 
(1) ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準） 
・積立金等月収倍率は平成 26 年度以降、1.2 月～1.9 月の範囲で推移しており、診断年度である平成 30 年度では 1.3
月と基準値である 1 ヶ月以上 3 ヶ月未満の範囲にあることから、やや留意すべき状況にある。なお、全国平均は 7.6
月、類似団体平均は 5.4 月となっている。 

 
(2) フ口―面（経常的な資金繰りの余裕度） 
・「１．債務償還能力について」のとおり、やや留意すべき状況にある。 

 
(3) ストック面とフ口一面を組み合わせた指標の状況 
・「１．債務償還能力について」のとおり、債務償還可能年数は、基準値である 15 年を上回っている。 
 

5



 

 

３．財務の健全性確保に向けた留意事項等について 

（１） 財政構造の特徴について 

①収支の状況について 

貴町の行政経常収支率は、診断年度である平成 30 年度において 6.8％と基準値である 10％を下回っており、類似

団体平均を 1.1 ポイント下回っている。 

これは、町内に自動車メーカーやその関連会社等が多数所在しており、当該企業の決算状況により地方税が大き

く変動するという行政経常収入面での特徴を有していることや、平成 26 年度に福祉事務所を設置したこと（※1）を主

因とし、扶助費が高水準にある（※2）という行政経常支出面での特徴を有していることが主な要因であると考えられ

る。ただし、福祉事務所の設置は、貴町が取り組む住民サービスの向上に資するものとなっている。 

また、近年、障害者福祉サービスや保育所運営に係る費用が増加したことなどから扶助費が増加したほか、給食

調理業務や持ち込みごみの処理等に係る業務の民間委託を実施したことなどから物件費が増加したことも一因と考

えられる。 

  

※１）貴町は、生活保護や児童福祉などの社会福祉分野における住民サービスの向上等を企図して、平成 26 年度

に、広島県から権限移譲を受け、福祉事務所を設置した。 

なお、全国における福祉事務所設置町村数は、貴町を含め、926 町村中 43 町村となっている（平成 29 年 4 月 1

日時点）。 

※２）行政経常収入に占める扶助費の割合（33.9％）類似団体比＋11.4 ポイント（類似団体平均 22.5％） 

行政経常収入に占める扶助費の割合 97 位/100 団体（類似団体との比較） 

   行政経常収入に占める扶助費のうち、生活保護費の割合 4 位/4 団体（福祉事務所を設置している類似団体と

の比較） 

行政経常収入に占める扶助費のうち、児童福祉費の割合 87 位/100 団体（類似団体との比較） 

 

②債務残高の状況について 

貴町の実質債務月収倍率は、平成 26 年度以降、平成 27 年度（17.3 月）及び平成 28 年度（16.9 月）を除き、18.3

月～21.6 月の範囲で推移しており、診断年度である平成 30 年度において 21.0 月と基準値である 18 ヶ月以上 24 ヶ

月未満の範囲となっている。 

これは、平成 27 年度及び平成 28 年度に地方税の増加もあって財政調整基金を積み増したことなどから、平成 30

年度において積立金等残高が平成 26 年度比で増加（＋156 百万円）しているものの、向洋駅周辺土地区画整理事業

などの大規模事業の実施などにより、平成 30 年度において地方債現在高が平成 26 年度比で大幅に増加（＋5,593

百万円）していることなどから、実質債務が依然として高い水準となっていることが主な要因と考えられる。 

 

 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
類似団体平均値

（H29年度）

債務償還可能年数 67.6年 20.7年 36.5年 27.4年 35.8年 17.4年 13.6年 10.1年 40.6年 25.6年 10.4年

実質債務月収倍率 20.9月 19.5月 20.4月 21.2月 21.6月 18.3月 17.3月 16.9月 21.6月 21.0月 8.5月

積立金等月収倍率 1.8月 1.8月 1.6月 1.5月 1.2月 1.2月 1.6月 1.9月 1.4月 1.3月 5.4月

行政経常収支率 2.5％ 7.8％ 4.6％ 6.4％ 5.0％ 8.7％ 10.5％ 13.9％ 4.4％ 6.8％ 7.9％

財務上の問題点

●財務指標の経年推移

※「参考1　財務上の問題把握の診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。

　 財務上の問題には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　財務上の問題把握の診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金

　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準

①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ

　債務償還可能年数15年以上

積立低水準

①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ

　行政経常収支率10%未満

収支低水準

①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ

　債務償還可能年数15年以上
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（２）今後の見通し 

 貴町は、平成 27 年度に、中期的財政見通しとして「平成 27 年度府中町実施計画（計画期間：平成 28 年度～令和 2

年度）を策定している。当方において、当該財政計画を基に算出した財務指標（計画最終年度：令和 2 年度）は以下の

とおりである。 

  

 指標 H３０年度 
R２年度 

備 考 
H３０年度との比較 

(ア) 
実質債務 

月収倍率 
21.0 月 

21.7 月 ・向洋駅周辺土地区画整理事業に係る地方債発行額がピークを迎えることをな

どから地方債現在高は増加する見通し 

・下記(イ)参照 上昇（＋0.7 月） 

(イ) 
行政経常 

収支率 
6.8％ 

7.6％ ・消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増加などにより行政経常収

入が増加することを主因として、行政経常収支が増加する見通し。 上昇（＋0.8％） 

(ウ) 
債務償還 

可能年数 
25.6 年 

23.6 年 ・上記(ア)参照 

・上記(イ)参照 短期化（▲2.0 年） 

(エ) 
積立金等 

月収倍率 
1.3 月 

1.1 月 ・収支合計不足への対応のために財政調整基金を取り崩すことなどから積立金

等残高が減少する見通し。 

・上記(イ)参照 
低下（▲0.2 月） 

 

① 債務償還能力について 

【債務償還能力】 

・債務償還能力の今後の見通しについては、留意すべき状況にあると考えられる。 

［(a)及び(c)より債務高水準の状況にある。(b)及び(c)より収支低水準の状況にある。］ 

 

(a) ストック面（債務の水準） 

・地方債現在高は、向洋駅周辺土地区画整理事業や府中公民館等改築事業の実施などにより、1,247 百万円増加する

見通しである。また、積立金等残高は、地方債の償還等に伴う収支合計不足により財政調整基金の取り崩しを行うこと

などにより 199 百万円減少する見通しである。このため、実質債務は、1,219 百万円増加する見通しである。 

・また、行政経常収入は、消費税率の引き上げに伴い地方消費税交付金が増加することなどから、247 百万円増加す

る見通しである。 

・以上のことから、実質債務月収倍率は、21.7 月と診断年度（平成 30 年度）から上昇（＋0.7 月）し、引き続き、基準値で

ある 18 ヶ月以上 24 ヶ月の範囲となる見通しである。 

 

(b) フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度）） 

・行政経常収入は、上記(a)のとおり 247 百万円増加する見通しである。 

・行政経常支出は、選挙や国勢調査の実施などにより物件費が増加することなどから 115 百万円増加する見通しであ

る。 

・以上のことから、行政経常収支は、131 百万円増加する見通しである。 

・このため、行政経常収支率は、7.6％と診断年度（平成 30 年度）から上昇（＋0.8 ポイント）するものの、引き続き、基準

値である 0％超 10％未満の範囲となる見通しである。 

 

(ｃ) ストック面とフロー面を組み合わせた指標の状況 

・実質債務は、上記(a)のとおり増加する見通しであり、行政経常収支は上記(b)のとおり増加する見通しである。 

・以上のことから、債務償還可能年数は、23.6 年と基準値である 15 年を上回る見通しである。 

 

② 資金繰り状況について 

【資金繰り状況】 

資金繰り状況の今後の見通しについては、留意すべき状況にあると考えられる。 

［(a)及び(ｂ)より積立低水準の状況にある。(b)及び(c)より収支低水準の状況にある。］ 

 

(a) ストック面（資金繰り余力の水準） 

・「①債務償還能力について」のとおり、積立金等残高は 199 百万円減少する見通しであり、行政経常収入は 247 百万

円増加する見通しである。 
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・以上のことから、積立金等月収倍率は、1.1 月と診断年度（平成 30 年度）から低下（▲0.2 月）し、基準値である 1 ヶ月

以上 3 ヶ月未満の範囲となる見通しである。 

 

(b) フロー面（経常的な資金繰りの余裕度） 

・「①債務償還能力について」のとおり、行政経常収支率は基準値である 0％超 10％未満の範囲となる見通しである。 

 

(ｃ) ストック面とフロー面を組み合わせた指標の状況 

・「①債務償還能力について」のとおり、債務償還可能年数は基準値である 15 年を上回る見通しである。 

 

（３）今後の財政運営に係る留意点等について 

①今後の財政運営について 

貴町は、町内に自動車メーカーやその関連会社等が多数所在しており、当該企業の決算状況により地方税が大きく

変動するという特徴を有しているため、税収の見通しが立てづらく、中期的な財政計画の策定が難しい状況にある。こ

うしたなか、貴町では、税収の動向に過度に左右されない安定的な財政運営を目指し、町税の収納率の向上のための

滞納解消対策の強化や、未利用町有地の売却・貸付等による収入増加、学校給食調理業務の民間委託の実施など

の支出削減の取組みに加え、税収が上振れた場合は、将来の収支合計不足に備えて基金の積み増しを行う等、財政

基盤の強化にも取り組んでいる。  

しかしながら、貴町の行政経常収支率は、収支計画最終年度（令和 2 年度）においてやや改善する見通しであるもの

の、収支低水準の状況にある。更に、今後は、所在企業の決算状況による地方税の減少や、幼児教育・保育の無償化

に係る扶助費の増加などにより、収支状況が下振れする可能性も考えられる。 

他方、積立金等残高は、平成 30 年度において平成 26 年度比で増加（＋156 百万円）しているものの、収支合計不足

により財政調整基金の取り崩しを行ったこと等から、積立低水準の状況で推移しており、今後も財政調整基金の取り崩

しを行うこと等により積立金等残高が減少する見通しである。 

また、地方債現在高は、主要事業である向洋駅周辺土地区画整理事業の実施等に多額の起債を行っていることか

ら、債務高水準の状況で推移しており、引き続き同事業への起債を要することから、地方債現在高の増加が見込まれ

ている。これにより、地方債現在高は計画最終年度（令和 2 年度）にピークを迎える見込みである。 

このため、上記の収入増加策及び支出削減策に引き続き取り組むことや、税収が上振れた場合には、引き続き基金

の積み増しを行うこと等により、強固な財政基盤を築いていくことが必要であると考えられる。 

 

②地方創生への取組について 

貴町は、広島市のベッドタウンとして、平成 2 年の国勢調査において人口が 5 万人に達して以降、現在に至るまで 5

万人台を維持している。そのようななか、貴町は、平成 27 年 10 月に、人口の維持を図ることを基本的な考え方とする

「府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、「子育て世代が居住を選択するまち」を目指して、①「広島都市圏で

一番の子育て支援」、②「子ども連れ家族の生活利便の向上」、③「子どもに伝える地域の魅力の向上」という基本的方

向のもと、出生率の上昇や子育て世代の転入超過に向けた施策を展開している。 

子育て支援に係る特徴的な取り組みのうち、広島県が平成 29 年度に開始したモデル事業「ひろしま版ネウボラ（※

3）」の一環として、貴町は、平成 30 年度に「ネウボラふちゅう（※4）」を設置し、妊娠・出産・育児に係る切れ目のないサ

ポート体制を整備している。 

また、貴町は、これらの施策を含めた住環境の魅力を発信するため、イベントや子育て情報誌を活用したＰＲ活動

や、PR 動画の放映といった「シティプロモーション」の取り組みを積極的に行っている。 

貴町は、今後も、「子育て世代が居住を選択するまち」を目指して施策の推進を図るとしていることから、更なる効果

発現に向け、当該施策を着実に実行していくことが望まれる。 

※３)相談やサポートの拠点（ネウボラ）を日常生活圏域（概ね中学校区）ごとに設置し、各拠点に保健師、助産師、保

育士などの専門職を配置することで、様々な相談にワンストップで対応するほか、医療機関等、地域の関係機関と

の連携体制を整備する事業。 

※４）町内 2 か所（府中町役場及び老人福祉センター「福寿館」）に「府中町子育て世代包括支援センター（通称 ネウ

ボラふちゅう）」を設置し、相談体制の拡充や産前産後ケア等の事業を行う。 
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